
Ｑ．事業の継続費が追加議案として変更された理由とその内容は？

Ａ．実施設計後の営繕単価改正や資材費などの高騰に鑑み、建設工事費の再積算を行い、事業費削減の検

討を行ったが、特別委員会での議論や厳しい意見を受け止め、さらに事業費削減の検討を行い最終日の提

示となったものである。

　事業費削減の検討については、メーンアリーナ移動観覧席の一部削減や柔道・剣道場の内装見直し、

メーンアリーナのセンタービジョンの削減などである。これにより、３億５８００万円の事業費の縮減となる

が、継続費の総額は、７２億１０００万円から、１０億４３００万円増の８２億５３００万円となった。

増額の内訳は、建設工事費が１０億８００万円、監理委託費が３５００万円の増となる。

Ｑ．今回の継続費の変更は施設整備に関わる部分

だが、総合防災公園整備事業全体の事業費はどの

くらいか。

Ａ．施設整備については、本体工事費が９４億６２８０

万円、備品が５億１３００万円、用地補償費が７億１００

万円、測量・設計費が３億２０７万円で、合計では

１０９億７８８７万円となる。

　また、周辺整備としては、竜巻１号線、田尻石

脇線、石ノ花環状線の市道３路線整備で７億６３００

万円、進入路となる砂子下田尻線と国道７号の拡

幅改良で５億７５００万円、下水道整備が１億１０００万

円、その他地形測量などを加え２４億５７１１万円とな

る。総合防災公園整備の全体事業費は１３４億３５９９

万円。

委員会審査報告

特別委員会

総合防災公園完成予想図

市道 竜巻１号線市道　田尻石脇線

質　問　項　目

三　浦　　　　晃
　　　（会派　市民クラブ）

消防団との情報共有を １．消防救急無線のデジタル化に伴う消防団との情報共有について

２．鳥海、矢島地域の斎場整備について

３．和文化教育第１２回全国大会本荘由利大会の内容について

４．生涯学習と生涯スポーツ活動を支える補助金のあり方について

５．東京都港区「みなとモデル」との協定についてのその後は

◆団員との意思の疎通を

答
受令機に代わる装備として、送受信できるデ

ジタルトランシーバーを配備した。災害発生

時には団員にメール配信、団幹部には直接電話で対

応している。今後も細やかな意思疎通について検討

していく。

生涯学習や生涯スポーツの活性化は元気なま

ちづくりに欠かせないものであり、各種の支

援を行っている。補助金については「補助金等検証委

員会」の提言に基づき、体育協会など５㌫の減となっ

た。各団体には経費の精査や自主財源の確保をお願い

している。今後については総合的に判断していく。

問

質　問　項　目

高　橋　信　雄
　　　　　（会派　高志会）

１．住民自治と行政の関わりについて

２．公共施設の管理運営と長期計画について

３．ＣＡＴＶの民間へのハード（送信）部分の移管とＩＰ電話の不正請求対策

４．農業問題について

５．商工業振興について

６．スポーツ立市とスポーツ振興について

７．美術館、資料館の整備について◆公共施設の適正規模と将来の管理運営費は

スポーツは人間形成に欠かせず、競技スポー

ツへの振興強化も図ってきた。他団体と連携

し「スポーツによる地域づくり、地域活性化」を目

指し平成２８年度には「スポーツ立市」を宣言しア

ピールしたい。体制強化のため、「スポーツ交流連携

班」を新設した。

競技スポーツの振興、支援で地域が一体感。

もっと財政支援すべきだ。東京オリンピッ

ク・パラリンピックなどに向け積極的に合宿招致の

準備をすべきだ。

防災行政無線の同報系においては、順次整備

が進んでいる。

　しかし、移動系の消防救急無線については消防団

の受令機がデジタル対応になっていない。出動時に

トランシーバーで情報を傍受できない場合もあり、

受令機のデジタル対応が必要ではないか。

◆今後の補助金のあり方は

答

問
芸術文化や生涯スポーツを運営する各種団体

の補助金が減額された。元気なまちづくりを

理念に活動する方々の向上心や活力を妨げることに

なるのではと懸念する。各地域での催し物などにも

協力している方々の幸福感や満足感を考えると今後

更なる減額は行うべきではないと思うが。

◆スポーツ立市とスポーツ振興、市長の考えとスケジュールは

答

問

秋田県立大学に委託し大規模な６００の施設の維

持管理費を集計した。今後１０年間で「概算で約

１２０億円必要」と試算。ことし、残り１７００の施設を調

査、検証する。現在、市民１人当たりの公共施設の床

面積は７.２平方　　
メートルで全国の平均３.４２平方　　

メートルの約２.１倍。４割

削減を示し、公共施設等管理計画で配置、利用状況考

慮し、点数化、優先順位を付け検証し将来方向を示す。

少子高齢化、人口減少社会の中で公共施設の

適正規模はどう考えているか。管理運営費、

修繕費はどの程度か。防災公園整備のアリーナ建設

の巨大事業は他施設の管理運営費に影響を与え、補

助金を削減し、公の施設の見直しなど整合性につい

て説明不足だ。

答

問

市民は施設の維持整備に不安
施設の有効活用と適正規模は

１１ １０

全体事業費は全体事業費は

１３４億円１３４億円

一般質問一般質問ここが聞きたいここが聞きたい

造成工事が進む　総合防災公園計画地

実施設計額を再
積算

　　　　　　　　　継続費
変更

実施設計額を再
積算

　　　　　　　　　継続費
変更



Ｑ．給水制限実施の目安は。

Ａ．給水量の段階に応じた夜間減圧や時間断水などの給水制限を実施する場合は、濁水の発生による捨て

水の増加や技術的に制限調整が困難であるほか、医療や産業活動に影響が大きいため、最大限の節水要請

を行い給水制限は実施しない方針である。

建設
常任委員会
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黒森川第１貯水池の

状況を確認する委員

（９月８日）

大潟川からの取水の様子
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水不足は解消されるか水不足は解消されるか
Ｑ．１日５千㎥ の給水で足りるか。

Ａ．利用する水路の送水量に制限があることや大潟川の流量を加味し、灌漑期は１日５千㎥が

限度である。水道事業としてはできるだけ多く補給したいところであるが、長期間にわたり

補給できることを考えて現時点では十分と考える。

ここが聞きたい
一 般 質 問

質　問　項　目

大　関　嘉　一
　　　（会派　創風）

新創造ビジョンにおける
　　　　　　　　　　　　人口対策は １．新創造ビジョンについて

２．マイナンバー制度について

３．公共施設管理について

４．市内誘致企業への対応について

５．農業問題について

６．由利高原鉄道について
◆人口減対策について

答
「新創造ビジョン」の最重要課題に「人口減

少に歯止めをかけること」を明確に示した。

産業集積の強靱化と雇用創出、子供を産み育てやす

い環境の創造、若者の地元定着をはじめ、戦略的な

施策事業のもと、当地に住み続けたいという、市民

一人一人の思いを市政に反映するように努める。

厳しい経営が続いている。生活に欠かせない地

域の足であり、鳥海山麓観光振興の一翼を担う

鉄道として何としても存続させなければならない。あ

らゆる機会を捉え、乗車人員の掘り起こしに取り組む。

問

質　問　項　目

吉　田　朋　子
　　　　　（会派　市民クラブ）

１．国民文化祭事業の継承と発展について

２．本荘地域の消えた字名を標柱にして残すことはできないか

３．北前船寄港地フォーラムについて

４．男女共同参画の活動について

５．子供の貧困対策について

６．小型無人機ドローンに市独自の規制は

７．全国住みよさランキングについて◆男女共同参画の啓発活動について

県では、子どもの貧困対策について、年度内

に策定する方向で検討中である。市では教育

委員会や関係機関と連携し、当該児童生徒及び保護

者の状況を十分に把握した上で、サポートチームの

設置などを含めた丁寧な対応を行っていく。

地方の人口減少は国家的課題である。新創造

ビジョンでの人口対策は。

◆マイナンバー制度安全対策は

問
インターネット上で、大量個人情報漏洩事件も

起きているが、制度に対する本市の安全対策は。

男女共同参画の企画や活動は他市町村に比べる

と少ないのでは。

能力や実績を把握し、男女を問わず、適正な

職員人事に努めていく。

◆由利高原鉄道（鳥海山麓線）乗車運動について

答

問
地域の足として、また、鳥海・飛島ジオパー

ク構想と絡め、地域のシンボルとして存続で

きるように、乗車運動を図るべきでは。

◆子どもが貧困対策から抜け出せる仕組みを

答

問
第二次由利本荘市男女共同参画計画に基づき、

対話劇を交えた市民講座の開催、市職員の意識

づくりの推進を掲げ、研修機会の創出に努めていきたい。

答

問

◆心と体の性の違和感への偏見について

性同一性障害に係わる児童生徒に対する対応

について。

子どもの貧困対策について伺う。

来年１０月の本開催に向け準備を進めている。

全国大会には県内外から３００人を超える参加が

見込まれる。ガイド研修会や交流会を設けて、地域

の経済効果の創出につながるよう努力する。

◆国民文化祭事業の継承と発展について

答

問 フットパス全国大会に向けての取り組みは。

法律の整備も進み、人権教育の観点からも重

視されており、学校が一体となって組織的に

取り組むことが重要であると考えている。

答

問

◆女性の活躍が地方を元気にする

輝く女性を応援する市の対応は。

答

情報は、自治体や国の組織で分散管理され、答

問

男女共同参画の
　　　　　　活動について

連携にはマイナンバーとは異なる番号が使用され、シ

ステムへアクセス可能な人が、制限、管理される。従

来から、システムをインターネットに接続してないた

め、情報漏洩はないが、安全対策には万全を期する。

９ １２

異常気象に対応した

　 　水道水の確保は異常気象に対応した

　 　水道水の確保は

黒森川第１貯水池の状況（７月２８日現在、貯水率５１.９㌫）
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産業経済
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厳しい経営が続く矢島スキー場

Ｑ．小型バス３台の購入とは。

Ａ．鳥海山麓をはじめとする各種観光ツアー、ならびに桑ノ

木台湿原のシャトルバス運行を目的に小型バス（２９人乗り）を

太平興業株式会社由利営業所から購入するものである。

　冬場の観光誘客や冬期イベントの雪道での走行安定性を向

上させるため差動制限装置（ＬＳＤ）付きの車両を選定した。車

両デザイン（ラッピング作業）や安全運行管理機器作動試験を

行い、納期は平成２８年２月１５日である。

鳥海山麓の二次アクセスの確保鳥海山麓の二次アクセスの確保

質　問　項　目

佐々木　隆　一
　　　（会派　日本共産党）

賃金引き上げで
　　　　　　　地域再生を

ここが聞きたい
一 般 質 問

１．市職員の待遇改善について

２．介護保険負担増、市民への影響は

３．国会決議無視のＴＰＰ交渉は中止を

４．教科書採択について

◆市職員の構成割合は

答
平成２７年４月の職員総数は１６５０人で、その内

訳は、正職員が１０３５人で６３㌫、臨時職員が６１５

人で３７㌫である。本市のラスパイレス指数は、平成２６

年４月現在で９５㌫、県内市町村の７番目である。

市の臨時職員は１時間当たり６８４円である。

県最低賃金審議会が最低賃金を１６円増の６９５円

と答申したので、本市でもそれに合わせて対応して

いく。

問

質　問　項　目

伊　藤　岩　夫
　　　　　（会派　公明党）

１．地方創生戦略の推進について

２．健康増進を図る取り組みについて

３．聴覚障がい児に関する助成について

４．道路交通法改正に伴う自転車マナー等の向上について

５．若者をはじめとする有権者の投票率向上の取り組みについて

◆創生戦略を立てる人材の確保を

平成２７年６月17日に18歳、19歳の選挙権を認

める「改正公職選挙法」が成立し、来年の参

議院選挙がこの改正法の最初の適用と見込まれている。

　県選挙管理委員会では、主権者教育の充実のため、

昨年度から県内の高校を対象に「選挙啓発出前講座」

を実施している。

　市選挙管理委員会としても、国や県と歩調を合わせ、

「出前講座」の一部を担当するなど、選挙を身近なも

のと感じられるよう、関係機関と連携を密にし、若者

の主権者教育を促進して、投票率向上に努めていく。

日本の社会全体では、派遣、パートなど不安

定な雇用で働く人たちが、全体の４割まで広

がっており、異常な「長時間労働」などが横行し

「過労死」などが増加している。懸命に働いても最

低賃金があまりに低く貧困から抜け出せない。

　市職員の状況はどうか。ラスパイレス指数はいく

らか。県内で何番目か。

答

◆最低賃金の改定を受けて

問
最低賃金の全国平均で１８円引き上げ時給７９８円

とする国の答申が出たのを受け、県最低賃金

選挙権年齢を現在の２０歳以上から１８歳以上に

「まち・ひと・しごと」を創生する戦略を立てる

ための人材の確保について現状と今後の課題は。

市では事務補助に関する賃金設定については、

今後も県の最低賃金を遵守していく。

◆臨時職員の賃金を引き上げできないか

答

問
最低賃金の引き上げで自治体で働く臨時職員

の賃金を「底上げ」し、働く人たちの所得を

増やし、暮らしをよくすることが地域経済の再生に

つながるのではないか。

◆若者をはじめとする有権者の投票率向上を

答

問

国の地方創生相談窓口となる「地方創生コン

シェルジュ」を活用しながら、市独自の取り

組みとして、「稼ぐ力と雇用力」の分析に関して、国

の有識者として直接関わる、岡山大学の中村教授か

ら、助言を得ている。また、産学官金からなる有識

者をはじめ、椎川特別顧問から地方創生の取り組み

に関する助言や最新情報も得ながら、総合戦略に生

かしていく。

答

問

人が生きる地方創生を

審議会は本県の現行、６７９円から１６円増の６９５円の答

申をした。本市の臨時職員などの時間当たり単価は

いくらか。

引き下げる「改正公職選挙法」が成立。若者のさら

なる投票率向上のための積極的な対策を進めて行く

べき。

１３ ８

Ｑ．平成２６年度鳥海高原矢島スキー場の収支状況は。

Ａ．歳入では、リフト収入（来場者数５万４４５０

人）・チケットホルダー物品売り上げなど４１０７万６千円であ

る。歳出ではスキー場運営費として５０２０万３千円で、主な

支出は、賃金、燃料費、電気料やリフト整備業務委託料であ

る。なお、鳥海オコジョランドスキー場廃止に伴い、約３５０

万円の収入増はあったものの前年比８．２㌫の減額であった。

　一般会計からの繰入金は、１億２７１万４千円で、公債費（財

政融資資金償還金元金・利子）は９３５５万４千円で、平成２６

年度末償還金残高は、３億９８５１万６千円である。

利用減で厳し
い

　　　　矢島ス
キー場
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傾きが確認された岩城小学校プール

教育民生

常任委員会

Ｑ．市斎場再編基本構想について。

Ａ．本市には４カ所の斎場があり、由利

斎場は築２９年、東由利斎場は築２５年と

施設全般の老朽化が著しい。

　今後、高齢化が進み、２０１２年に１１８１件

だった火葬件数が、２０４０年には１９６９件

となる予測データがある。２０４０年を計

画目標年次として基本構想を策定する。

２０４０年に

　火葬件数最大

岩城小学校プ
ールの傾き

村田設計に修
復を求める

岩城小学校プ
ールの傾き

村田設計に修
復を求める

第２子（１０万円）

第３子（２０万円）

１６８人

６８人

平成２６年度

１８６人

８４人

平成２５年度

△１８

△１６

前年との比較

Ｑ．平成２６年度子育て支援金事業費について。

Ａ．子育て支援金事業とは、第２子へ１０万円、第３子以降へ２０万

円支給するものである。平成２５年度との比較は次の表のとおりで

あるが、いずれも減少傾向である。

平成２６年度 子育て支援金

総支給額は３０４０万円

Ｑ．岩城小学校プールの傾きについて。

Ａ．このプールは、平成２６年１月に工事費約８５００万円で完

成した。ことし７月８日のプール授業開始日に学校職員が

傾きを発見し、プールの高低調査で最大７２㎜の差があるこ

とがわかった。

　傾きの原因として施工上の問題はなく、村田設計では地

盤改良をしたが想定以上に不安定な状況であったとし、責

任を認めている｡また市顧問弁護士も、田んぼへの盛土、施

工であり、建築の専門家として当然想定できたと、設計の

責任を結論づけた。

　今後の対応について、村田設計より

①ジャッキアップして基礎上部を嵩上げし、プールの傾き

をもどす。

②基礎下に注入剤を投入し、基礎の傾き、プールの傾きを

もどす。

③傾き沈下している部分

を撤去し、やり直しをす

る。

の３つの修復案が提案さ

れている。９月のシーズ

ン終了から一年間、月一

度の経過計測を行い、来

シーズン終了後に補修を

行う予定。

Ｑ．本荘清掃センター資源ごみ売却収

入について。

Ａ．平成２６年度は、鉄プレス１１８３万

円、アルミプレス２５９２万円、紙類４６４５

万円で総額８４２０万円の収入となってい

る。このほか、ペットボトルの再商品

化収入９３３万円

があり、ごみ

の分別化のさ

らなる推進が

必要である。

物品売払収入

　　8420万円
物品売払収入

　　8420万円

ここが聞きたい
一 般 質 問

質　問　項　目

今　野　英　元
　　　（会派　社会民主党）

鳥海ダム建設
　　　　　　法の遵守を １．鳥海ダム事業について

２．学校におけるフッ化物洗口について

３．森林教室の拡大について

◆本計画は代替案になるのか

質　問　項　目

梶　原　良　平
　　　　　（会派　高志会）

１．新しい介護予防・日常生活支援総合事業について

２．マイナンバー制度施行への対応について

３．地域ミニデイサービス事業実施状況について

４．特別養護老人ホーム指定管理者制度移行について

５．本市における健康づくり推進の一環として

◆新しい介護予防・日常生活支援総合事業について

特定健診受診率の向上に努めながら、糖尿病

の重症化防止に向けて、各種教室や宅配講座

などの機会を捉え、食事指導や、運動習慣の普及啓

発について引き続き取り組んでいく。

問 本計画のどの箇所が配慮書の代替となるのか。

◆フッ化物洗口について

答

問
改正・環境アセスメント法では配慮書の策定

が義務化されている。しかし、国は平成１８年

策定の子吉川水系河川整備計画（本計画）を代替案

としている。法律に基づいて配慮書策定を行うよう

国へ強く要請すべきではないか。

◆健康づくり推進の一環として

答

問

地域ミニディサービスやサロンの拡大を図り、自

助・互助を通じた「助け合いのある地域づくり」

が構築されるよう、支援体制の充実・強化に努めていく。

答

問

嘱託医の継続について、入所者や家族会から

の要望もあるが、その取り計らいを伺う。

入所者や、ご家族の不安を招くことのないよ

う、現状を整理しながら、継続を含め、関係

者と協議を進めていく。

答

問

国からは改正法53条の規定に基づく「配慮書

相当の書類」とみなすものと確認している。

鳥海ダム建設に関しては、法改正前に環境配慮手続

きをすでに完了していることを国と確認している。

答

問
改正法の最重要点は配慮書策定にある。本計

画を読んでも配慮書に求められている箇所は

どこにも記載されていない。国は改正法の「手抜き」

をしている。法の遵守を要請すべきだ。

これからは今まで以上に地域での互助精神を

基にできる限り、多くの高齢者が地域で支援

を必要とする高齢者の支え手となっていくことが必

要と思うが、本市の取り組みを伺う。

糖尿病は今や日本人の国民病ともいえるそう

だ。糖尿病には関心が少なく、糖尿病にとい

われても途中で治療を放置される方が多くいるとの

ことであるが、その取り組みについて伺う。

国土交通大臣が環境大臣に協議した上で、指

定したものである。

答

問
使用する医薬品は「副作用調査を実施してい

ない」と明言しているが。

製造販売元に確認したところ、新薬でないた

め、調査義務はないとの回答だ。
答

◆森林教室の拡大について

問
鶴舞小学校５年生が森林教室を実施している

が、拡大の方針は。

答

問 保護者、洗口指導職員などへの周知は。

学校関係者の勉強会や保護者説明会を13回実

施し、511人が参加している。

地域の特性、人材を活用しながら、環境学習と関連

させ由利森林管理署等と連携を深め取り組んでいく。

答

互助精神地域
　　　　サロンの拡充を

指定管理者制度への円滑な移行に向けて、協

定内容の遵守を確認しながら、「由愛会」と十

分に連携、調整を図っていく。

◆指定管理者制度移行について

市職員、臨時職員の対応について伺う。

答

問

７ １４

プレスされた資源ごみ

老朽化が著しい東由利斎場

総務
常任委員会

委員会審査報告

Ｑ．本市の第三セクター経営検証委員会の設置目的は。

Ａ．現在７社ある第三セクターの今後の在り方や経営

状況などに関し、専門的及び客観的視点から、現状や

今後の分析、助言などを行うことを目的とする。

Ｑ．委員会を設置する背景は。

Ａ．人口減少を背景に第三セクターの経営は厳しさを

増しており、これまで第三セクターの統合、指定管理

料の増額や新規の誘客促進などにより経営支援を行っ

てきたが、累積赤字の増額に歯止めがかからない第三

セクターもあるため、地域振興に資するという第三セ

クターの設置目的に立ち返り、組織の存続も含め、抜

本的な対策を検討する必要があるからである。

Ｑ．委員会の概要は。

Ａ．税理士や公認会計士などの専門委員６名、市民委

員２名の８名以内で委員会を構成、検証の内容は、市

内７社の第三セクターを対象に①経営状況の把握と分

析②設立目的と現状の比較③今後の方向性と部門の統

合や廃止などの提案を行う。
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マイナンバ
ー制度

マイナンバ
ー制度

質　問　項　目

渡　部　聖　一
　　　（会派　高志会）

特徴的、実効性ある
　　　　　　　　　総合戦略を

ここが聞きたい
一 般 質 問

１．総合戦略と新創造ビジョンについて

２．鳥海山観光推進の道路整備について

３．羽後本荘駅東西自由通路整備計画について

４．市沿岸地域の飛砂対策について

５．公共施設等総合管理計画における体育施設の方向性は

◆羽後本荘駅東西自由通路整備計画について

答
ＪＲ東日本と基本計画調査協定を締結し、駅

舎及び自由通路の位置や基本的機能、規模を

協議中。施設概要は、延長61㍍、幅員４㍍の自由通

路と併せた「橋上駅舎」とし、ＪＲと鳥海山ろく線

の改札口を並列して、エレベーター設置を計画する。

また駅西広場の再配置と、駅東広場を新設し、ユニ

バーサルデザインやバリアフリー化による、公共交

通結節点機能の強化を図る。
各地域の69体育施設のうち、体育館やグラウン

ド、野球場、テニスコートなどの類似施設は、

耐用年数や使用頻度を勘案しながら、統廃合も視野に入

れ、今後の維持管理を検討していく。また、50㍍公認

の「本荘プール」については、大規模改修、新設などを

見極めながら「新創造ビジョン」後期計画で検討する。

問

◆公共施設等総合管理計画における体育施設の方向性は

答

問

基本計画調査の進捗状況と施設概要は。

答
駅東西自由通路と駅前広場、停車場東口線は、

一体的整備により効果が発揮されることから

「羽後本荘駅周辺整備事業」として計画。財源は、

問 停車場東口線を含む整備スケジュールは。

体育施設整備のあり方、更新などの方向性は。

合併特例債と社会資本整備総合交付事業を予定して

いるが、多額の事業費となるため、駅東西自由通路

整備を優先し、合併特例債活用期限の平成31年度完

成を目指す。駅前広場、停車場東口線は調査・設計

等を並行して進めるが、平成31年度完成は困難なこ

とから、駅東西自由通路完成後も引き続き、社会資

本整備総合交付事業を活用して整備を進める予定。

１５ ６

市 民 の 声

魅力ある街づくりを

議長公務報告（平成２７年７月～９月）

相庭　香月さん矢島地域

　残念なことに由利本荘市には若い世代にとって楽しめる施設が多

くありません。

　それ以上に仕事も選択の幅が狭く、なりたい仕事を夢見ても地元

にないのですから、結局は市外、県外に出て行くことになります。

　「由利本荘市に残る理由」がないのです。

　この状況は私が高校生だった２０年前から少しも変わっていません。

　私の仕事場は国道108号線沿いにあり、春から秋にかけ、土日・連

休には相当な数のバイクツーリングを目にしました。

　彼らの目指すところはどこなのだろう？休憩以外で由利本荘市に足

を止めることはあるのだろうか？

　バイクツーリングに限らず、「今度の休みには由利本荘市へ行こう！」

という気持ちにさせるなにかが必要だと思います。

　一度地元を離れた人が職を変えても戻ってきたくなる街づくり、休

みの日には市外・県外からも由利本荘市を目当てに観光客が

訪れる街づくりを、大人だけでなく、これからの

由利本荘市を支える小中高の生徒にも

アンケートを実施するなどして、より多くの

市民の声を募り形にしてほしいです。

（平成２７年７月～９月）議長交際費報告

【７月】１３件 ５２,８２５円
【８月】２件 ９,４００円
【９月】１３件 ６４,１４８円

◎慶祝、協賛など

１件  　３０,０００円
◎弔　　　事

議長公務・交際費の詳細につきましては、市ホームページをご覧ください。

おもな

７月６日

９日

１０日

１２日

１６日

８月１８日

２２日

２８日

９月５日

１１日

１３日

１８日

２５日

全国モーモー母ちゃんの集いinあきた

青少年ハンガリー友好交流訪問団結団式

高速道路ネットワークを利用した地域づくり
フォーラムinあきた

消防訓練大会開会式

ハンガリーヴァーツ市訪問（～２２日）

矢島総合支所竣工式

本荘由利広域市町村圏組合議会臨時会

本荘追分全国大会

韓国梁山青年会議所歓迎レセプション

戦没者追悼式

総合防災訓練

あきた元気ムラ大交流会

国民体育大会選手並びに役員壮行会

子吉川レガッタ（市民ボート大会）開会式

ＪＡ秋田しんせい農政集会

和文化教育全国大会秋田県本荘由利大会

青少年ハンガリー友好交流訪問団派遣報告会

Ｑ
．
ユ
ー
ラ
ス
エ
ナ
ジ
ー
地
域
貢

献
基
金
条
例
と
は
。

Ａ
．
㈱
ユ
ー
ラ
ス
エ
ナ
ジ
ー
ホ
ー

ル
デ
ィ
ン
グ
ス
か
ら
の
寄
附
金

を
活
用
し
た
基
金
事
業
を
展
開

す
る
た
め
、
基
金
条
例
を
制
定

し
、
そ
の
寄
付
金
を
積
み
立
て
る

も
の
で
あ
る
。

Ｑ
．
寄
附
金
の
額
は
。

Ａ
．
寄
附
名
義
の
㈱
ユ
ー
ラ
ス
エ

ナ
ジ
ー
西
目
か
ら
、
平
成
27
年

度
か
ら
３
２
０
万
円
を
３
カ
年

で
９
６
０
万
円
。

　㈱
ユ
ー
ラ
ス
エ
ナ
ジ
ー
由
利

高
原
か
ら
、
平
成
28
年
度
か
ら

５
８
０
万
円
を
３
カ
年
で
１
７

４
０
万
円
の
、
両
社
合
わ
せ
て
２

７
０
０
万
円
の
寄
附
金
と
な
る
。

止
す
る
と
と
も
に
、
本
当
に
困
っ
て
い
る

方
に
き
め
細
か
な
支
援
を
行
う
な
ど
、
公

平
・
公
正
な
社
会
の
実
現
が
図
れ
る
。

Ｑ
．
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
必
要
な
場
面
は
。

Ａ
．
平
成
28
年
１
月
以
降
の
次
の
時
に
必

要
と
な
る
。

①
年
金
、
医
療
、
介
護
、
生
活
保
護
、
児

童
手
当
な
ど
の
社
会
保
障
関
係
の
手

続
き
時
。

②
税
務
署
な
ど
に
提
出
す
る
書
類
へ
の
記

載
な
ど
の
税
務
関
係
手
続
き
時
。

③
被
災
者
生
活
再
建
支
援
金
の
支
給
な
ど

災
害
対
策
関
係
の
手
続
き
時
。

Ｑ
．
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
。

Ａ
．
平
成
27
年
10
月
か
ら
、
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
の
通
知
と
共
に
、
個
人
番
号
カ
ー
ド

交
付
申
請
書
が
市
民
に
郵
送
さ
れ
る
。

第三セクターを検証第三セクターを検証

　平
成
28
年
１
月
か
ら
、
市
役
所
窓

口
で
本
人
確
認
の
上
個
人
番
号
カ
ー

ド
が
交
付
さ
れ
、
個
人
番
号
の
利
用

が
始
ま
る
。

Ｑ
．
個
人
情
報
の
漏
え
い
対
策
は
。

Ａ
．
個
人
情
報
は
今
ま
で
ど
お
り
、

年
金
情
報
は
年
金
事
務
所
、
国
税
情

報
は
税
務
署
で
分
散
し
て
管
理
す
る
。

　ま
た
、
本
市
に
お
い
て
も
、
情
報

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
を
全
面
見
直
し

す
る
な
ど
、
そ
の
対
策
に
万
全
を
期

す
る
。

Ｑ
．
㈱
ユ
ー
ラ
ス
エ
ナ
ジ
ー

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
と
は
ど
ん

な
会
社
か
。

Ａ
．
東
京
都
港
区
に
本
社
が
あ

り
豊
田
通
商
と
東
京
電
力
の
合

弁
会
社
で
、
風
力
や
太
陽
光
発

電
事
業
を
グ
ロ
ー
バ
ル
に
展
開

し
て
お
り
、
地
域
社
会
と
良
好

な
関
係
を
構
築
し
な
が
ら
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
拡
大

に
取
組
ん
で
い
る
会
社
で
あ
る
。

　な
お
、
グ
ル
ー
プ
の
㈱
ユ
ー

ラ
ス
エ
ナ
ジ
ー
西
目
は
、
風
力

発
電
15
基
３
万
Ｋ
Ｗ
の
規
模
で

平
成
16
年
か
ら
操
業
し
て
お
り
、

㈱
ユ
ー
ラ
ス
エ
ナ
ジ
ー
由
利
高

原
は
、
風
力
発
電
17
基
５
万
１

千
Ｋ
Ｗ
で
、
平
成
28
年
１
月
か

ら
操
業
予
定
で
あ
る
。

Ｑ
．
基
金
の
利
用
は
。

Ａ
．
寄
附
者
よ
り
、
地
域
の
発

展
に
資
す
る
次
の

○
安
全
・
防
災

　○
教
育
・
福
祉

○
ス
ポ
ー
ツ

　○
環
境
・
イ
ン
フ
ラ

○
産
業
・
観
光

　○
文
化
・
芸
術

の
事
業
に
係
る
「
改
修
費
・
備

品
購
入
費
」
に
限
定
さ
れ
て
お

り
、
平
成
28
年
度
当
初
予
算
よ

り
事
業
を
選
択
し
充
当
す
る
。

地
域
貢
献
基
金
を
設
置
し

　地
域
発
展
に
活
用

地
域
貢
献
基
金
を
設
置
し

　地
域
発
展
に
活
用



行 政 視 察 報 告

【
視
察
の
目
的
】

　
近
い
将
来
、
大
量
の
公
共
施
設
を
更
新

も
し
く
は
廃
棄
淘
汰
す
る
時
期
が
到
来
す

る
が
、
今
後
の
人
口
減
少
、
少
子
高
齢
化

の
進
展
で
、
よ
り
財
政
状
況
の
厳
し
さ
が

予
想
さ
れ
、
こ
の
ま
ま
の
状
態
で
あ
れ
ば

本
当
に
必
要
な
公
共
施
設
の
維
持
管
理
も

出
来
な
く
な
る
恐
れ
が
あ
る
。

　
そ
こ
で
合
併
市
町
や
類
似
市
町
の
実

態
、
こ
れ
に
関
し
て
の
先
進
事
例
を
研
修

し
、
本
市
の
現
状
を
比
較
検
討
し
今
後
の

あ
る
べ
き
姿
を
学
ぶ
た
め
に
、
千
葉
県

旭
市
を
訪
問
し
た
。

　
旭
市
で
は
、
公
共
施
設
を
大
き
く

①﹇
ハ
コ
モ
ノ
施
設
﹈

　  

学
校
、
庁
舎
、
体
育
館
、
文
化
会
館
な
ど

②﹇
イ
ン
フ
ラ
施
設
﹈

　 

道
路
、
橋
梁
、
上
下
水
道
、
公
園
な
ど
と

分
類
し
、
市
の
公
共
施
設
の
抱
え
る
課
題

を
周
知
す
る
目
的
で
公
共
施
設
白
書
の
作

成
に
取
り
組
ん
で
い
た
。

【
視
察
の
目
的
】

　
今
、
図
書
館
は
、
子
ど
も
か
ら
老
人
、

勤
め
人
、
主
婦
も
学
生
も
、
自
分
の
も
の

と
し
て
使
い
、
本
を
借
り
、
読
み
た
い
本

が
な
け
れ
ば
リ
ク
エ
ス
ト
が
で
き
、
わ
か

ら
な
い
こ
と
が
あ
れ
ば
尋
ね
る
こ
と
も
で

き
る
図
書
館
に
な
っ
た
。

　
何
よ
り
も
心
が
落
ち
着
き
、
ま
た
行
き

た
く
な
る
図
書
館
。
「
市
民
の
図
書
館
」

の
誕
生
だ
。
そ
の
最
先
進
地
が
恵
庭
市

だ
。

　
人
口
約
６
万
９
千
人
の

恵
庭
市
は

「
読
書
の
ま
ち
」
を
宣
言
し
、
平
成
25
年

４
月
に
は
こ
れ
か
ら
の
市
民
の
読
書
活
動

の
道
し
る
べ
と
な
る
「
恵
庭
市
人
と
ま
ち

を
育
む
読
書
条
例
」
を
制
定
し
た
。

　
全
国
的
に
読
書
に
関
す
る
条
例
を
制
定

し
て
い
る
自
治
体
は
少
な
く
、
本
条
例
は

道
内
初
で
あ
り
、
全
国
で
も
４
例
目
と
な

る
。

　
市
民
図
書
館
は
市
民
の
読
書
の
拠
点
施

設
で
あ
り
、
映
画
上
映
会
、
文
学
講
演

会
、
読
み
聞
か
せ
事
業
、
本
の
リ
サ
イ
ク

ル
市
、
図
書
館
ま
つ
り
な
ど
が
行
わ
れ
て

い
る
。

　
ま
た
、
学
校
図
書
館
の
環
境
整
備
、
読

み
聞
か
せ
活
動
な
ど
に
36
団
体
、
５
百
人

を
超
え
る
市
民
が
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
し
て

参
加
し
て
い
る
。
ユ
ニ
ー
ク
な
取
り
組
み

と
し
て
「
恵
庭
ま
ち
じ
ゅ
う
図
書
館
」
を

展
開
し
て
お
り
、
35
店
の
お
店
、
カ

フ
ェ
、
オ
フ
ィ
ス
、
銀
行
な
ど
の
ス
ペ
ー

ス
に
、
店
長
、
経
営
者
、
ス
タ
ッ
フ
の
お

気
に
入
り
の
本
を
展
示
し
、
訪
れ
た
人
に

自
由
に
読
ん
で
も
ら
う
、
交
流
型
の
図
書

館
づ
く
り
で
あ
る
。

　
こ
の
条
例
で
市
民
、
家
庭
、
地
域
、
学

校
が
一
体
と
な
っ
て
、
よ
り
一
層
読
書
の

ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
、
取
り
組
み
を
具

体
化
す
る
こ
と
が
大
切
で
あ
る
。

　
そ
の
内
容
は
、
こ
れ
ま
で
の
市
の
人
口

推
移
と
将
来
予
測
、
財
政
状
況
と
予
測
さ

れ
る
財
源
不
足
、
抱
え
る
ハ
コ
モ
ノ
公
共

施
設
の
種
類
と
量
の
把
握
、
将
来
必
要
と

な
る
ハ
コ
モ
ノ
公
共
施
設
の
更
新
費
用
予

測
、
ハ
コ
モ
ノ
施
設
で
消
費
さ
れ
る
コ
ス

ト
、
施
設
の
利
用
状
況
把
握
な
ど
さ
ま
ざ

ま
な
角
度
か
ら
分
析
す
る
こ
と
だ
っ
た
。

　
こ
の
研
修
視
察
を
通
し
、
人
口
は
少
子

高
齢
化
が
進
み
生
産
年
齢
人
口
減
少
で
税

収
も
減
少
、
地
方
交
付
税
の
逓
減
に
よ
り

財
政
運
営
に
大
き
く
影
響
す
る
な
ど
の
予

測
を
し
、
今
後
の
公
共
施
設
の
維
持
管
理

の
あ
り
方
を
長
期
的
展
望
で
検
討
実
施
す

る
こ
と
が
い
か
に
大
事
か
を
学
ぶ
こ
と
が

出
来
た
。

旭市での研修

恵庭市民図書館前にて

５ １６

公共施設の
抱える問題について

千葉県鴨川市  移住・定住対策
千 葉 県 旭 市  公共施設等総合管理計画
茨城県稲敷市  人口減少対策
㈱日本取引所グループ  取引状況等について

７月１日～３日
総務 常任委員会

本と出会い、
人とふれあうまちづくり

北海道ニセコ町
　 環境政策と水資源保護の取り組み
北海道当別町
　 すべての住民が活躍できる、 共生のまち創り
北海道恵庭市  読書のまちづくりの推進

７月８日～１０日
教育民生常任委員会

■ 平成２７年度 一般会計補正予算

7億4156万5千円を追加 479億3075万2千円合
計

大内総合支所改築
実施設計費1050万円

除排雪費

3億6858万円
羽後本荘駅周辺整備
基本設計費1100万円

ウッディホールこだま（石沢地区）増築
調査・設計費 1235万円主

な

も

の

９月定例会で審議した請願・陳情の結果は次のとおりです
また、委員会発案の「意見書」が原案のとおり可決され、関係機関に送付されています。

採

　　　択

意 見 書
衆議院議長

参議院議長

内閣総理大臣

ほか各大臣

◆
外
国
人
の
扶
養
控
除
制
度
の
見
直
し
を
求
め
る
意
見

書
提
出
に
つ
い
て
の
陳
情
（
陳
情
第
11
号
）小

坪
慎
也

趣

旨

採

択

◆
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
に
係
る
国
会
決
議
の
実
現
に
関
す
る
意

見
書
の
提
出
に
つ
い
て
の
請
願
（
請
願
第
２
号
）

紹
介
議
員
　
　
伊
藤
順
男
　
　
大
関
嘉
一

 

佐
藤
　
勇
　
　
伊
藤
岩
夫

今
野
英
元
　
　
三
浦
秀
雄

秋
田
し
ん
せ
い
農
業
協
同
組
合

代
表
理
事
組
合
長
　
畠
山
勝
一

秋
田
し
ん
せ
い
農
協
農
政
対
策
本
部本部

長
　
畠
山
勝
一

◆
２
０
１
６
年
度
地
方
財
政
の
確
立
に
関
す
る
意
見

書
提
出
に
つ
い
て
の
陳
情
（
陳
情
第
８
号
）

自
治
労
秋
田
県
本
部  

中
央
執
行
委
員
長  

仙
葉
　
久

由
利
本
荘
市
職
員
労
働
組
合執

行
委
員
長
　
小
松
幸
雄

採 

　択

◆
所
得
税
法
第
56
条
の
廃
止
を
求
め
る
意
見
書
の
提

出
に
つ
い
て
の
陳
情
（
陳
情
第
９
号
）

秋
田
県
商
工
団
体
連
合
会

婦
人
部
協
議
会
会
長
　
小
玉
智
子

◆
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
平
成
28
年
１
月
実
施
の
延

期
と
改
正
案
の
凍
結
を
求
め
る
意
見
書
の
提
出
に

つ
い
て
の
陳
情
（
陳
情
第
10
号
）

秋
田
県
商
工
団
体
連
合
会
　
会
長
　
小
玉
正
憲

◆
憲
法
に
違
反
す
る
安
全
保
障
関
連
法
案
を
廃
案
と

す
る
よ
う
関
係
機
関
へ
の
意
見
書
提
出
を
求
め
る

陳
情
（
陳
情
第
12
号
）

秋
田
県
平
和
委
員
会
　
代
表
理
事
　
川
野
辺
英
昭

◆
鳥
海
ダ
ム
事
業
に
関
し
て
、
改
正
環
境
影
響
評
価

法
に
則
っ
た
戦
略
的
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト（
Ｓ
Ｅ
Ａ
）

の
実
施
を
求
め
る
意
見
書
提
出
に
つ
い
て
の
請
願

（
継
続
審
査
中
の
請
願
第
１
号
）

紹
介
議
員
　
今
野
英
元

鳥
海
ダ
ム
事
業
に「
戦
略
的
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト（
Ｓ

Ｅ
Ａ
）」の
実
施
を
求
め
る
会
　
世
話
人 

東
海
林
郁
子

不

採

択

○
：
賛
成

　×：
反
対

　欠
：
欠
席

伊
藤

　順
男

佐
藤

　賢
一

高
橋

　信
雄

渡
部

　聖
一

湊

　
　貴
信

土
田
与
七
郎

村
上

　
　亨

髙
橋

　和
子

長
沼

　久
利

梶
原

　良
平

大
関

　嘉
一

佐
藤

　譲
司

渡
部

　専
一

高
野

　吉
孝

渡
部

　
　功

佐
々
木
慶
治

佐
藤

　
　勇

吉
田

　朋
子

井
島
市
太
郎

佐
藤

　
　徹

三
浦

　
　晃

公
明
党

社
民
党

共
産
党

無
所
属

表
決
数 議

決
結
果

市民クラブ

可　決

可　決

可　決

不採択

不採択

創　　風高　　志　　会
会派・
議員名

議案

議案第１３０号

議案第１３１号

議案第１４０号

陳情第９号

陳情第１０号

伊
藤

　岩
夫

今
野

　英
元

佐
々
木
隆
一

三
浦

　秀
雄

無
所
属

鈴
木

　和
夫

賛

　成

反

　対

議案の表決結果一覧表

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 × ○ ― ２３ １

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 × ○ ― ２３ １

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 × ○ ― ２３ １

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × 欠 ○ × ― １ ２３

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × 欠 ○ × ― １ ２３

※採決で賛否が分かれた案件を掲載しております。ほかは全て全会一致で可決されました。

※鈴木和夫議長は、採決に加わりません。　　　※社民党：社会民主党　　　共産党：日本共産党

※議案第１３０号：由利本荘市個人情報保護及び電子計算組織利用に関する条例の全部を改正する条例案

　議案第１３１号：由利本荘市手数料条例の一部を改正する条例案 

　議案第１４０号：平成２７年度由利本荘市一般会計補正予算（第６号） 

人
事
案
件
に
同
意

さ
と
う

　
　
　か
ず
ひ
ろ

●
人
権
擁
護
委
員

　新
任

　佐
藤

　和
弘

　氏

　
　
　
　
　  

　（
矢
島
町
）

●ＴＰＰ交渉に係る国会決議の実現に関する

意見書の提出について（委員会発案第２号）

●地方財政の確立に関する意見書の提出

　について（委員会発案第３号）

平成２８年３月定例会会期（予定） ２月１５日（月）～３月１７日（木）

２月５日（金）までに受理する請願・陳情を審議する予定です。１７ ４

【
視
察
の
目
的
】

　
本
市
は
今
年
、
合
併
10
周
年
を
迎
え
、

次
の
10
年
を
見
据
え
た
総
合
計
画
「
新
創

造
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
中
で
、
人
口
減
少
や
少

子
高
齢
化
な
ど
の
課
題
が
あ
り
、
そ
れ
に

対
応
す
べ
く
新
た
な
ま
ち
づ
く
り
の
創
造

を
め
ざ
し
て
い
る
。

　
そ
こ
で
、
雇
用
対
策
、
移
住
、
定
住
の

促
進
な
ど
に
取
り
組
む
「
ま
る
ご
と
営
業

本
部
」
が
新
設
さ
れ
た
の
を
機
に
研
修
視

察
を
し
た
。

　
研
修
先
は
、
北
ア
ル
プ
ス
な
ど
の
自
然

環
境
に
恵
ま
れ
て
、
歴
史
、
文
化
、
芸

術
、
産
業
と
地
域
の
人
々
が
程
よ
く
調
和

し
て
い
た
。

　

塩
尻
市
の
ワ
イ
ン
造
り
は
１
２
０
年
の

歴
史
が
あ
り
、
た
ゆ
ま
ぬ
栽
培
技
術
の
研

究
、
品
質
向
上
の
熱
意
の
結
果
、
そ
の
味

は
世
界
に
広
が
っ
て
お
り
、
今
後
も
塩
尻

市
の
総
合
的
な
ブ
ラ
ン
ド
構
築
に
つ
な
げ

た
い
と
の
こ
と
だ
っ
た
。

　

松
本
市
で
は
、
滞
在
型
市
民
農
園
（
ク

め
の
シ
ス
テ
ム
づ
く
り
（
中
長
期
事
業
計

画
）
の
策
定
を
予
定
し
て
い
る
。

　
浄
水
場
の
管
理
に
つ
い
て
は
、
監
視
や

水
質
検
査
も
職
員
が
行
っ
て
お
り
、
専
門

職
員
数
の
減
少
は
あ
る
が
、
安
全
で
安
心

な
水
を
届
け
る
使
命
感
が
感
じ
ら
れ
る
も

の
で
あ
っ
た
。

　
ま
た
、

日
光
市
は
平
成
18
年
に
５
市

町
が
合
併
し
、
水
道
事
業
は
上
水
・
簡
水

事
業
計
18
事
業
が
存
在
し
、
現
在
は
事
業

統
合
や
事
務
の
効
率
化
を
図
る
た
め
に
事

務
系
業
務
の
民
間
委
託
も
進
め
て
い
る
。

　
水
需
要
傾
向
は
人
口
減
少
や
節
水
意
識

向
上
な
ど
で
漸
減
傾
向
に
あ
り
、
将
来
像

を
明
確
に
し
、
財
政
を
含
め
安
全
・
安
心

か
つ
合
理
的
な
施
設
運
用
が
求
め
ら
れ
て

い
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。

　
本
市
に
お
い
て
は
、
簡
易
水
道
事
業
に

つ
い
て
国
の
指
導
の
も
と
、
公
営
企
業
会

計
（
法
適
化
）
へ
の
移
行
（
平
成
32
年

度
）
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。
現
状
を
把
握

し
な
が
ら
独
立
採
算
で
き
る
経
営
の
効
率

化
を
図
る
た
め
の
タ
イ
ム
リ
ー
な
視
察
と

な
っ
た
。

ラ
イ
ン
ガ
ル
テ
ン
）
に
つ
い
て
、
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
風
の
住
居
を
前
に
し
て
の
研
修
。

入
居
者
の
７
割
が
関
東
地
方
の
人
た
ち
で

い
か
に
市
当
局
が
誘
致
へ
努
力
さ
れ
た
の

か
が
わ
か
っ
た
。
大
自
然
に
囲
ま
れ
た
こ

の
地
の
良
さ
が
伝
わ
っ
て
き
た
。

　
ほ
ど
ほ
ど
に
田
舎
で
、
ほ
ど
ほ
ど
便
利
。

だ
か
ら
ち
ょ
う
ど
い
い
と

安
曇
野
市
の
移

住
定
住
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
あ
る
。
東
京

か
ら
２
時
間
半
の
好
位
置
に
あ
り
、
ゆ
え

に
首
都
圏
か
ら
の
移
住
者
が
若
い
人
た
ち

が
多
い
の
も
魅
力
で
あ
る
。

　
長
野
県
は
全
国
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
長
寿

県
、
さ
ら
に
健
康
寿
命
延
伸
を
目
指
し
て

お
り
、
こ
の
こ
と
こ
そ
本
市
が
学
ば
れ
な

け
れ
ば
と
感
じ
た
。

別荘感覚で利用されている
松本市の滞在型市民農園

塩尻市の特産品（レタスアイス）を試食

人口減少社会の
事業管理

八ッ場ダム工事事務所
　　事業の経緯、概要、治水及び利水計画、
　　効果等について（群馬県長野原町）
群馬県安中市、栃木県日光市
　　上水道事業の経緯、管理運営について

６月２９日～７月１日

建設 常任委員会

由利本荘ブランドの
創造と人口減対策

長野県塩尻市
　　「塩尻ブランド」の取り組みについて
長野県松本市
　 滞在型市民農園「クラインガルテン」について
長野県安曇野市  移住・定住の取り組みについて

７月６日～８日

産業経済常任委員会

579億4799万円

　９月定例会は、８月３１日から９月２４日までの２５日間の会期で開かれました。

　市提出案件は４６件で、平成２６年度各会計決算認定、人事案件、条例関係、契約締結、平成２７年度補正予算など

を審議し、原案のとおり認定、同意、可決したほか、２件の請願のうち、継続審査中の１件を不採択、１件を採

択、５件の陳情のうち、１件を採択、１件を趣旨採択、３件を不採択としました。また、議員発案（男女共同参

画を考慮した議会活動を促進するための、会議規則の一部改正）１件、委員会発案（意見書提出）２件を原案の

とおり可決しました。

　一般質問では、３日間にわたって９人の議員が登壇し、市政全般にわたり市当局の考えを質問しました。

歳  入 553億784万円

実質単年度収支は 20億3145万円の黒字

歳  出

市　税

繰越金

繰入金

諸収入ほか

使用料及び手数料、
分担金など

地方交付税

国・県支出金

市　債

地方譲与税・
各種交付金 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

普通会計 決算収支の状況（過去５年間の実質単年度収支の推移）

２０

１８

１６

１４

１２

１０

（億）

民生費

公債費

総務費

土木費

消防費

教育費

衛生費

農林水産費

商工費

災害復旧費、
その他

議会費

労働費

81億7521万円（14.1％）
市民税、固定資産税、たばこ税など

　　　  　  127億730万円（23.0％）
保育所運営、生活保護、社会福祉などに

89億1284万円（16.1％）
市が借りたお金を返すために

　 78億9099万円（14.3％）
施設の管理、地域づくり、人件費などに

　　　 49億9334万円（9.0％）
学校や図書館の運営、生涯学習、スポーツ振興などに

52億9916万円（9.6％）
道路、公園、下水道の整備などに

32億5193万円（5.9％）
農業、林業、水産業の振興などに

45億9085万円（8.3％）
健康増進、環境衛生事業などに

52億6309万円（9.5％）
消防、救急活動に

11億7078万円（2.1％）
商工業、観光の振興などに

8億662万円（1.4％）

2億7521万円（0.5％）
議員報酬などに

1億4573万円（0.3％）
雇用の安定などに

25億1333万円（4.3％）
前年度からの繰越金

14億1975万円（2.5％）
工事前払い金の返還金など

22億8902万円（4.0％）
市の貯金を下ろして使う金額

10億1156万円（1.8％）
市営住宅使用料、戸籍手数料など

214億7110万円（37.1％）
自治体の均衡を保つために国から交付される金額

　　　　 100億6671万円（17.4％）
使用目的が決まっている国・県からの補助金

93億4910万円（16.1％）
財源不足を補うための借金

16億5221万円（2.8％）
消費税やガソリン税などから地方へ配分される金額

自
主
財
源
27
％

依
存
財
源
73
％

※数値は端数調整している

　ため、合計が一致しない

　場合があります。

平成２６年度 一般会計決算

14億4571万円

11億6895万円

17億1022万円

20億4052万円

18億2817万円

久保井戸浄水場で説明を聞く（安中市）

【
視
察
の
目
的
】

　
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
の
進
行
、
災

害
へ
の
対
応
な
ど
、
水
道
事
業
を
取
り
巻

く
環
境
は
大
き
く
変
化
し
て
き
て
い
る
。

　
水
道
法
の
改
正
に
よ
る
今
後
の
事
業
管

理
と
運
営
に
つ
い
て
２
市
を
視
察
し
、
併

せ
て
、
現
在
、
建
設
が
進
め
ら
れ
て
い
る

八
ツ
場
ダ
ム
に
お
い
て
、
ダ
ム
事
業
利
水

計
画
の
視
察
研
修
を
行
っ
た
。

　

安
中
市
の
上
水
道
事
業
整
備
、
管
理

運
営
に
つ
い
て
視
察
。
安
中
市
は
平
成
18

年
３
月
に
旧
安
中
市
と
旧
松
井
田
市
が
合

併
し
誕
生
。
こ
れ
ま
で
平
成
11
年
の
北
陸

新
幹
線
ト
ン
ネ
ル
建
設
に
伴
う
湧
水
を
利

用
し
た
浄
水
場
を
建
設
す
る
な
ど
、
第
５

次
拡
張
事
業
が
遂
行
中
で
あ
る
。

　
市
の
給
水
人
口
は
、
年
平
均
約
５
０
０

人
が
減
少
し
て
い
る
の
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
戸
数
は
５
年
間
で
３
０
０
余
り
増
加

し
て
い
る
。
榛
名
駅
前
の
Ｊ
Ｒ
東
日
本
の

宅
地
分
譲
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
浄
水
場
や
配
水
地
の
耐
震
診
断
は
平
成

26
年
度
に
実
施
を
終
え
て
い
る
こ
と
か

ら
、
今
後
は
水
の
安
全
供
給
を
高
め
る
た

は
る
な

市議会
定例会“身の丈に合った財政運営”の徹底

  平成２６年度 決算を認定

“身の丈に合った財政運営”の徹底

  平成２６年度 決算を認定



木造美を誇る中嶋記念図書館

秋田林業大学校にて

11
月
16
日

現
在

３ １８

　本市の森林、林業、木材産業の経営基盤は

いまだ脆弱であり、加えて担い手の核となる

農山村が人口減など危機的な状況が予想され

ることから、将来の活性化に向けての「人づ

くり」が急務である。

　そこで今回は、秋田林業大学校での地域林

業のリーダー育成カリキュラムと施設の見学

をした。

　次に、ほぼ同じエリア内にある国際教養大

学の中嶋記念図書館では、荘厳な木造美を誇

る木の香の静けさで学ぶ学生に感動した。

　その後、秋田木材流通センター視察と、木

材を優先活用する社会の実現を目指すウッド

ファースト秋田についての学習を実施した。

地域林業リーダー養成の現場を視察

森林・林業・林産業活性化推進議員連盟森林・林業・林産業活性化推進議員連盟

議連活動報告

鳥海リンドウ農家を視察

大内地域担い手農家を視察

　今年度のテーマは、「農業担い手対策」。

　「現場のことは現場に聞け」と言われるこ

とから、現在頑張っている担い手農業者５人

の意見を伺うとともに経営状況を視察した。

　経営や作目内容は違うものの、農業情勢

の変遷に戸惑いながらも、目標を持ち前向き

に取り組んでいる姿に力強さが感じられた。

　５人とも、フロンティア育成研修や新規就

農支援事業、夢プラン事業など公的支援事

業を活用している。その有効性は高いと思わ

れることから今後も積極的な活用を推進し、

一人でも多くの担い手が誕生し、就農するこ

とを願いたい。

農業担い手対策を現場に学ぶ

産業活性化議員連盟産業活性化議員連盟

議会運営委員会 議会報編集特別委員会
総合防災公園整備
特別委員会

委 員 長　 佐 藤 　 賢 一

副委員長　 渡 部 　 専 一

　　　　伊 藤 　 順 男

　　　　高 橋 　 信 雄

　　　　佐 藤 　 　 勇

　　　　井 島 市 太 郎

委 員 長　 三 浦 　 秀 雄

副委員長　 伊 藤 　 岩 夫

　　　　村 上 　 　 亨

　　　　今 野 　 英 元

　　　　佐 々 木 隆 一

　　　　三 浦 　 　 晃

　　　　高 野 　 吉 孝

委 員 長　 佐 藤 　 譲 司

副委員長　 長 沼 　 久 利

　　　　高 橋 　 信 雄

　　　　吉 田 　 朋 子

　　　　高 野 　 吉 孝

　　　　佐 藤 　 賢 一

　
会
派
の
異
動
が
あ
り
ま
し
た
の
で
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

　
「
創
風
」
と
「
市
民
ク
ラ
ブ
」
が
10
月

18
日
付
で
解
散
し
、
同
日
付
で
新
会
派

「
市
民
創
風
」
を
結
成
し
ま
し
た
。
ま
た
、

三
浦
秀
雄
議
員
が
10
月
１
日
付
で
「
高
志

会
」
へ
所
属
し
、
村
上
亨
議
員
が
10
月
23

日
付
で
同
会
派
か
ら
脱
会
し
、
無
所
属
と

な
り
ま
し
た
。

■
市
民
創
風
（
11
人
）

会
　
　
長
　
　
佐
　
藤
　
　
　
勇

副 

会 

長
　
　
佐
　
藤
　
譲
　
司

幹 

事 

長
　
　
渡
　
部
　
専
　
一

副
幹
事
長
　
　
佐
　
藤
　
　
　
徹

会
　
　
計
　
　
三
　
浦
　
　
　
晃

会
　
　
計
　
　
吉
　
田
　
朋
　
子

監
　
　
事
　
　
高
　
野
　
吉
　
孝

佐
々
木
　
慶
　
治

井
　
島
　
市
太
郎

渡
　
部
　
　
　
功

大
　
関
　
嘉
　
一

■
高
志
会
（
10
人
）

会
　
　
長
　
　
伊
　
藤
　
順
　
男

副 

会 

長
　
　
佐
　
藤
　
賢
　
一

幹 

事 

長
　
　
高
　
橋
　
信
　
雄

副
幹
事
長
　
　
渡
　
部
　
聖
　
一

会
　
　
計
　
　
長
　
沼
　
久
　
利

監
　
　
事
　
　
土
　
田
　
与
七
郎

梶
　
原
　
良
　
平

湊
　
　
　
貴
　
信

髙
　
橋
　
和
　
子

三
　
浦
　
秀
　
雄

■
公
明
党
（
１
人
）

代
　
　
表
　
　
伊
　
藤
　
岩
　
夫

■
社
会
民
主
党
（
１
人
）

代
　
　
表
　
　
今
　
野
　
英
　
元

■
日
本
共
産
党
（
１
人
）

代
　
　
表
　
　
佐
々
木
　
隆
　
一

■
無
所
属
（
２
人
）鈴

　
木
　
和
　
夫

村
　
上      

　
亨

会
派
の
構
成

専決処分
報告……

…３件

補正予算
…………

…２件

承認・可
決

■
専
決
処
分
報
告

○
一
般
会
計
補
正
予
算（
専
決
第
３
号
）

・
市
道
上
川
内
雄
勝
線
道
路
災
害
復
旧
事
業
費

７
０
０
万
円

○
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算（
専
決
第
１
号
）

・
岩
城
地
域
滝
俣
浄
水
場
の
前
処
理
層
修
繕
費

３
４
０
万
円

○
一
般
会
計
補
正
予
算（
専
決
第
４
号
）

・
黄
桜
温
泉「
湯
楽
里
」源
泉
水
中
ポ
ン
プ
修
繕
費

１
９
８
２
万
円

■
一
般
会
計
補
正
予
算

○
総
合
防
災
公
園
・
ア
リ
ー
ナ
等
管
理
運
営
調
査
費

７
２
万
円

○
矢
島
勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
修
繕
費

２
２
０
万
円

○
統
合
家
畜
市
場
駐
車
場
整
備
事
業
費２

５
５
万
円

○
矢
島
地
域
観
光
施
設
備
品
購
入
補
助
金

６
４
万
８
千
円

○
都
市
下
水
路
管
理
費

　　  

１
０
９
万
２
千
円

■
下
水
道
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算

○
公
共
下
水
道
整
備
費
　  

１
０
５
３
万
６
千
円

第
3
回
臨
時
会

第
3
回
臨
時
会
（
11
月
16
日
）

２１９

▼
７
月
▲

１
〜
３
日
＊
総
務
常
任
委
員
会
行
政
視
察

６
〜
８
日
＊
産
業
経
済
常
任
委
員
会
行
政
視
察

７
日
＊
日
本
海
沿
岸
東
北
自
動
車
道
山

形
・
秋
田
県
境
区
間
建
設
促
進

期
成
同
盟
会
総
会（
に
か
ほ
市
）

８
日
＊
各
期
成
同
盟
会
等
総
会
／
合
同

整
備
促
進
大
会

８
〜
10
日
＊
教
育
民
生
常
任
委
員
会
行
政
視
察

13
日
＊
議
会
報
編
集
特
別
委
員
会

16
日
＊
秋
田
県
市
議
会
議
長
会
定
例
会（
仙
北
市
）

17
日
＊
議
会
報
編
集
特
別
委
員
会

23
日
＊
議
会
改
革
検
討
委
員
会

＊
議
会
報
告
会「
市
民
と
語
る
会
」

実
行
委
員
会

24
日
＊
東
北
市
議
会
議
長
会
理
事
会
・

実
行
運
動
・
実
行
運
動
報
告
会

（
東
京
都
内
）

27
日
＊
教
育
民
生
常
任
委
員
会
協
議
会

29
日
＊
秋
田
県
市
議
会
議
長
会
県
選
出
国

会
議
員
へ
の
要
望
活
動
・
懇
談
会

（
東
京
都
内
）

30
〜
31
日
＊
秋
田
県
市
議
会
議
長
会
研

修
視
察

　
　
　
　
　

 

（
大
分
市
）

▼
８
月
▲

４
日
＊
東
北
日
本
海
沿
岸
市
町
村
議
会

協
議
会
役
員
会
／
総
会

（
新
潟
県
村
上
市
）

６
日
＊
に
か
ほ
市
・
由
利
本
荘
市
議
会
交
流
会

（
視
察
：
湯
沢
市

　交
流
会
：
に
か
ほ
市
）

７
日
＊
教
育
民
生
常
任
委
員
会
協
議
会

17
日
＊
議
会
報
告
会「
市
民
と
語
る
会
」

実
行
委
員
会

20
日
＊
会
派
代
表
者
会
議

27
日
＊
秋
田
県
市
議
会
議
長
会
実
行
運
動

（
東
京
都
内
）

28
日
＊
防
災
公
園
整
備
特
別
委
員
会
協
議
会

▼
９
月
▲

３
日
＊
防
災
公
園
整
備
特
別
委
員
会
協
議
会

▼
８
月
▲

20
日
＊
議
会
運
営
委
員
会

31
日
＊
本
会
議
（
開
会
）

▼
９
月
▲

２
〜
４
日
＊
本
会
議
（
一
般
質
問
）

４
日
＊
議
会
運
営
委
員
会

＊
決
算
審
査
特
別
委
員
会

７
〜
９
日
＊
各
常
任
委
員
会
・
決
算
審

査
特
別
委
員
会
各
分
科
会

10
日
＊
特
別
委
員
会
・
決
算
審
査
特
別

委
員
会
分
科
会

＊
決
算
審
査
特
別
委
員
会（
主
査
会
議
）

14
日
＊
特
別
委
員
会
・
決
算
審
査
特
別

委
員
会
分
科
会

15
日
＊
決
算
審
査
特
別
委
員
会（
主
査
報
告
）

24
日
＊
議
会
運
営
委
員
会

＊
定
例
会
本
会
議
（
閉
会
）

▼
７
月
▲

13
日
＊
茨
城
県
ひ
た
ち
な
か
市
議
会
行
政
視
察

…
カ
ダ
ー
レ
に
つ
い
て

14
日
＊
長
崎
市
議
会
行
政
視
察

…
新
創
造
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
・
ふ

　る
さ
と
納
税
に
つ
い
て

15
日
＊
酒
田
地
区
広
域
行
政
組
合
行
政
視
察

…
消
防
庁
舎
建
設
に
つ
い
て

16
日
＊
大
阪
府
守
口
市
議
会
行
政
視
察

…
学
力
向
上
の
取
り
組
み
に
つ
い
て

29
日
＊
北
海
道
登
別
市
議
会
行
政
視
察

…
道
の
駅 

鳥
海
郷
〜
小
さ
な
拠

　点
づ
く
り
に
つ
い
て

▼
８
月
▲

25
日
＊
富
山
県
議
会
行
政
視
察

…
特
色
あ
る
学
校
（
全
国
初
の

　中
高
連
携
校
）
に
つ
い
て

行
政
視
察
受
入
状
況

議
会
の
動
き

９
月
定
例
会

わくわくしながら
畑の先生の話をきく
子どもたち

慣れない方言に噴き出す場面も

　岩城小学校（金利紀校長）で、学校経営

内容とコミュニティ・スクール(ＣＳ)の説明

を受けたのち、授業を一巡した。

　学校サポーターである畑の先生との芋ほ

り（一、二年生）や、のこぎりの先生の木

工指導の様子（三年生）を視察した。

　また、「昔語りとわらべ唄」による地域

のお年寄との交流(四年生)なども見学した。

岩城小学校は地域の学校として、ＰＴＡ、

行政(岩城総合支所)と一緒にＣＳを推進して

いると感じた。

　ＣＳの研修終了後、市直営のサンスポー

ツランド岩城パークゴルフ場で視察プレー

をし、コースの状況や管理体制を確認した。

　第３回市議会臨時会が１１月１６日開催され、任期満了に伴い各常任委員会と議会運営委員会の委

員が新たに選任されましたのでお知らせします。なお、市議会委員会条例の一部改正（議員発

案第４号）を可決し、議会運営委員会委員の定数が９人から６人へ変更となりました。また、

特別委員会の委員構成にも変更がありましたので併せてお知らせします。

総務部、企画調整部、出納室、議会事務局、監査委員事務局、選挙管理委員会事務局およ

び消防本部の所管に関する事項ならびに他の委員会の所管に属しない事項

地域の学校づくりの研修とパークゴルフ場の視察プレー

教育・スポーツ振興議員連盟教育・スポーツ振興議員連盟

委員会
構成替え

総　　務 常任委員会

新しい委員会
　　構成決まる

新しい委員会
　　構成決まる

委員長

佐々木慶治

副委員長

大関　嘉一 吉田　朋子 長沼　久利髙橋　和子 伊藤　順男村上　　亨

市民生活部、健康福祉部および教育委員会事務局の所管に関する事項教育民生 常任委員会

委員長

佐藤　　勇

副委員長

佐藤　譲司高野　吉孝 三浦　秀雄湊　　貴信 梶原　良平佐々木隆一

農林水産部、商工観光部、由利本荘まるごと営業本部および農業委員会事務局の所管に関

する事項産業経済 常任委員会

委員長

井島市太郎

副委員長

三浦　　晃 土田与七郎高橋　信雄 鈴木　和夫 渡部　　功

建設部およびガス水道局の所管に関する事項建　　設 常任委員会

委員長

渡部　専一

副委員長

佐藤　　徹 佐藤　賢一渡部　聖一 伊藤　岩夫 今野　英元

市議会
臨時会


